
百万円 百万円

753,624 560,078

650,494 278,287

147 1,159

2,390 265,941

1,389 14,090

183,837 599

118,638

316,473

27,617 220,050

11 27,345

360 49,083

77,343 15,360

77,279 10,881

64 2,416

25,414 1,179

3,109 63,953

2,116 49,585

555 244

11,511

8,127

△ 5

93,173 780,128

183 66,668

30,198 10,000

53,560 53,339

5,986 2,500

269 50,839

309 3,329

2,703 3,329

△ 39 3,329

66,668

846,797 846,797合　　　　　　　計 合　　　　　　　計

関 係 会 社 短 期 債 権 利 益 剰 余 金

雑 流 動 資 産 そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） 繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

諸 未 収 入 金 資 本 剰 余 金

貯 蔵 品 資 本 準 備 金

前 払 費 用 そ の 他 資 本 剰 余 金

流 動 資 産 負 債 合 計

現 金 及 び 預 金 株 主 資 本

売 掛 金 資 本 金

長 期 前 払 費 用 雑 流 動 負 債

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ）

投 資 そ の 他 の 資 産 預 り 金

長 期 投 資 関 係 会 社 短 期 債 務

関 係 会 社 長 期 投 資 諸 前 受 金

固 定 資 産 仮 勘 定 未 払 金

建 設 仮 勘 定 未 払 費 用

除 却 仮 勘 定 未 払 税 金

事 業 外 固 定 資 産 買 掛 金

内 燃 力 発 電 設 備

雑 固 定 負 債送 電 設 備

変 電 設 備

配 電 設 備

業 務 設 備 流 動 負 債

附 帯 事 業 固 定 資 産 １年以内に期限到来の固定負債

関 係 会 社 長 期 債 務

新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 等 設 備 退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

電 気 事 業 固 定 資 産 社 債

水 力 発 電 設 備 リ ー ス 債 務

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

　貸 借 対 照 表

2026年 3月31日現在

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部



   　　　　　　　　

百万円 百万円

316,506 322,949

316,267 322,676
62 848

3,135 929
252 4,951

8,524 85,635
134,831 218,925
37,102 975
19,560 10,410
69,759
9,660

18,894
1,256

10,724
2,507

△ 4

239 272
37 132

202 140

( 6,443 )
6,405 2,482

6,128 238
6,128 231

276 6
5 2,244

271 2,244

322,911 325,432

2,520

 2,520

516

378
138

2,004

固 定 資 産 売 却 損

地 帯 間 販 売 電 力 料

当 期 経 常 費 用 合 計 当 期 経 常 収 益 合 計

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

新 エ ネ ル ギ ー 等 発 電 等 費

事 業 外 収 益
雑 損 失 雑 収 益

財 務 費 用 財 務 収 益
支 払 利 息 受 取 配 当 金

受 取 利 息

電 力 費 振 替 勘 定

当 期 経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額

通 信 サ ー ビ ス 事 業 営 業 収 益

（ 貸 方 ）

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

事 業 外 費 用

事 業 税

変 電 費 電 気 事 業 雑 収 益
配 電 費
販 売 費
一 般 管 理 費

電 源 開 発 促 進 税
賠 償 負 担 金 相 当 金

光ファイバ心線貸し事業営業費用 光ファイバ心線貸し事業営業収益

営 業 利 益
（ 又 は 営 業 損 失 ）

通 信 サ ー ビ ス 事 業 営 業 費 用

地 帯 間 購 入 電 力 料 他 社 販 売 電 力 料
他 社 購 入 電 力 料 託 送 収 益
送 電 費 事 業 者 間 精 算 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益
水 力 発 電 費 電 灯 料
内 燃 力 発 電 費 電 力 料

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

営 業 費 用 営 業 収 益

費　　　用　　　の　　　部 収　　　益　　　の　　　部

 損 益 計 算 書 
2025年 4月 1日から
2026年 3月31日まで



Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1． 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

①子会社株式 … 移動平均法による原価法

②その他有価証券

市場価格のない株式等 … 移動平均法による原価法

 (2) 貯蔵品 … 主要な貯蔵品である燃料油及び一般貯蔵品は総平均法，特殊品は個別法による原価法

                （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。

2． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産は定額法によっている。
耐用年数は法人税法に規定する基準によっている。

3． 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，破産更生
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している｡

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき計上している。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については，給付算定式基準によっている。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は，その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による
定額法により費用処理している｡
　数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ている｡

4． 収益及び費用の計上基準

　当社は主に一般送配電事業を営んでいる。主な収益は電力の託送供給のうち接続供給による託送収益

である。

　託送供給の履行義務は，主に託送供給等約款に基づき小売電気事業者等が調達した電力を受電し，送

配電ネットワークを介して，当該小売電気事業者の顧客へ電気を供給することであり，電気の供給の都
度，履行義務は充足される。履行義務の充足の進捗度は，電力量計の検針により把握した供給量により
測定し，把握した供給量と託送供給等約款に規定された単価等に基づき，一定期間にわたり毎月収益を
認識している。
　なお，電気事業会計規則に従い，一部の計量については検針日基準による収益の計上処理（毎月，月
末以外の日に実施する計量により確認した供給量に基づき収益を計上する処理）を行っており，決算月
に実施した計量の日から決算日までに生じた収益は翌月に計上している。
　上記の取引は，基本的に料金の支払義務発生の日から１ヶ月以内に料金を受領しており，重要な金融
要素は含んでいない。

　個 　別 　注 　記 　表　　　　　　　　　　
2025年 4月 1日から
2026年 3月31日まで

（１）



Ⅱ. 貸借対照表に関する注記

1．担保付債務

  当社の総財産は，社債の一般担保に供している。（１年以内に償還すべき金額を含む。）

 社債 305,269百万円

2．有形固定資産の減価償却累計額 1,223,563百万円

3．保証債務

  財形住宅融資による従業員の借入金に対する連帯保証債務 610百万円
  送配電システムズ(同)の借入金に対する保証債務 786百万円

4．関係会社に対する短期金銭債権 20,445百万円
　 関係会社に対する長期金銭債務 534,606百万円
   関係会社に対する短期金銭債務 101,198百万円

5．損益計算書に記載されている附帯事業に係る固定資産の金額

　　　  光ファイバ心線貸し事業　　専用固定資産 11百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　  他事業との共用固定資産の配賦額 246百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　  合　　計 257百万円

　　　  通信サービス事業　　　　　専用固定資産 －百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　  他事業との共用固定資産の配賦額 0百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　  合　　計 0百万円

Ⅲ. 税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　　　　繰延税金資産
　　　　　　　減価償却費損金算入限度超過額 13,045百万円
　　　　　　　退職給付引当金 4,066百万円
　　　　　　　その他 2,250百万円

　　　　　繰延税金資産小計 19,362百万円
　　　　　評価性引当額 △7,912百万円

　　　　　繰延税金資産合計 11,449百万円

　　　　　繰延税金負債
　　　　　　　前払年金費用 △3,322百万円

　　　　　繰延税金負債合計 △3,322百万円

　　　　　繰延税金資産の純額 8,127百万円

2．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は，グループ通算制度を適用しており，「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示
に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号　2021年８月12日）に従って，法人税及び地方法人税の会
計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。

（２）



Ⅳ. 関連当事者との取引に関する注記

　 1．親会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

社債の発行は，北海道電力株式会社に対しＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行したものであり，同社が発行した社

債等と同様の条件で利率を決定している。

社債利息の支払は，北海道電力株式会社に対しＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行したことに係るものである。

資金の借入は，北海道電力株式会社からＩＣＬ（Inter Company Loan）及びＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サー

　　  ビス）により借入れたものである。ＩＣＬについては，北海道電力株式会社の借入金と同様の条件で利率を決定して

　　 おり，ＣＭＳに係るものは，市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。なお，ＣＭＳによる借入れについて

は，取引が反復的に行われているため，取引金額には含めていない。

借入利息の支払は，北海道電力株式会社からＩＣＬ（Inter Company Loan）及びＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・

　 サービス）による借入れに係るものである。

預け金の預入は,北海道電力株式会社へＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）により預け入れたものである。

ＣＭＳに係るものは，市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。なお，ＣＭＳによる預け入れについては，

取引が反復的に行われているため，取引金額を記載していない。

預け金利息の受取は，北海道電力株式会社へのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・サービス）による預け入れに係る

ものである。

　 2．子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

一般的取引と同様の条件で，市場価格等を勘案し，契約している。

取引金額には消費税等が含まれておらず，期末残高には消費税等が含まれている。

Ⅴ. 一株当たり情報に関する注記

 　1．一株当たり純資産額 5,486円96銭
 　2．一株当たり当期純利益 164円97銭

(単位：百万円)

取 引 金 額 科 目属 性
会 社 等 議決権の所有 関 連 当 事 者

取 引 の 内 容
当 事 業 年 度 末

の 名 称 (被所有)割合 と の 関 係 残 高

 (*1) 

 (*2) 

関 係 会 社
短 期 債 務

13,155直接55.64％

間接 0.16％ 役 員 の 兼 任  (*2)  (*2)

36,651子 会 社

所有 電気・電気通信
工 事 の 委 託

建設工事の
請負代ほか

 (*1)

(単位：百万円)

属 性
会 社 等 議決権の所有 関 連 当 事 者

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目
当 事 業 年 度 末

の 名 称 (被所有)割合 と の 関 係 残 高

130,000

社債利息の支払
 (*2)

2,919

資金貸借取引

役員の兼任

被所有

直接100％

社債の発行
 (*1)

－

関 係 会 社
長 期 債 務

256,319

 (*2) 

関 係 会 社
短 期 債 務

43,063

3,209
関 係 会 社
短 期 債 務

807

預け金の預入
(*5)

－
関 係 会 社
短 期 債 権

－

預け金利息の受取
(*6)

6
関 係 会 社
短 期 債 権

－

278,287

１年以内に
期限到来の
固 定 負 債

26,982

関 係 会 社
短 期 債 務

783

社 債

 (*4) 

株 式 会 社
北 海 電 工

 (*3) 

借入利息の支払
 (*4)

 (*1) 

親会社

 (*5) 

 (*6) 

北 海 道

資金の借入
 (*3)

電 力

株 式 会 社

（３）


